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(57)【要約】
【課題】鉛直方向に隣り合う質量体同士が一体に繋がっ
て連結体をなしている場合に、当該連結体の剛性を高め
ることによって、同連結体がマスダンパーとして奏する
制振効果の低下を防ぐ。
【解決手段】構造物の壁面の側方に配されつつ、水平方
向に相対変位可能に支持された質量体と、前記構造物と
前記質量体との間に介挿された制振部材とを、それぞれ
鉛直方向の複数の位置に有する制振構造である。前記制
振部材は、前記構造物の振動を減衰する減衰力を発生す
るとともに、前記質量体がマスダンパーの質量として動
作するように、前記水平方向の相対変位に応じた大きさ
の弾性の復元力を発生する。前記鉛直方向に隣り合う前
記質量体同士は一体に繋がって連結体をなしているとも
に、前記連結体としての剛性を高めるべく、前記質量体
同士を更に連結するブレース材又は面材を有している。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　構造物の壁面の側方に配されつつ、水平方向に相対変位可能に支持された質量体と、前
記構造物と前記質量体との間に介挿された制振部材とを、それぞれ鉛直方向の複数の位置
に有する制振構造であって、
　前記制振部材は、前記構造物の振動を減衰する減衰力を発生するとともに、前記質量体
がマスダンパーの質量として動作するように、前記水平方向の相対変位に応じた大きさの
弾性の復元力を発生し、
　前記鉛直方向に隣り合う前記質量体同士は一体に繋がって連結体をなしているともに、
前記連結体としての剛性を高めるべく、前記質量体同士を更に連結するブレース材又は面
材を有していることを特徴とする構造物の制振構造。
【請求項２】
　請求項１に記載の構造物の制振構造であって、
　前記制振部材は、粘弾性ダンパーであることを特徴とする構造物の制振構造。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の構造物の制振構造であって、
　前記質量体は、前記構造物の外方に配置される外装材を含んでいることを特徴とする構
造物の制振構造。
【請求項４】
　請求項１乃至３の何れかに記載の構造物の制振構造であって、
　前記鉛直方向に沿った列状に複数の前記質量体が繋がってなる質量体列を有し、
　前記質量体列を、前記水平方向のうちで前記壁面に沿う横方向に複数列並んで有し、
　前記横方向に隣り合う前記質量体列同士が一体に繋がっていることにより、前記横方向
に並ぶ複数列の質量体列は、前記連結体をなしており、
　前記ブレース材又は前記面材は、前記横方向に隣り合う前記質量体列同士を連結してい
ることを特徴とする構造物の制振構造。
【請求項５】
　請求項４に記載の構造物の制振構造であって、
　前記質量体列に属する全ての質量体が、前記構造物又は地面に設けられた同一の支持部
材に支持されることにより、前記質量体列が前記水平方向に相対変位可能とされているこ
とを特徴とする構造物の制振構造。
【請求項６】
　請求項５に記載の構造物の制振構造であって、
　前記支持部材は、前記構造物において前記地面よりも鉛直方向の上方に位置する部分に
設けられていることを特徴とする構造物の制振構造。
【請求項７】
　請求項６に記載の構造物の制振構造であって、
　前記支持部材は、前記質量体列に属する質量体のうちで最も下方に位置する質量体より
も下方に配置されており、
　前記支持部材の上面に前記質量体列が載置されて支持されていることを特徴とする構造
物の制振構造。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、建物等の構造物の制振構造に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、構造物の一例として建物の振動を制振する制振構造が知られている。
　特許文献１には、かかる制振構造の一例が開示されている。この制振構造では、建物の
外壁面に対向するように質量体が配されている。そして、かかる質量体は、地面などに設
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けられた滑り支承等によって、水平方向に相対変位可能に支持されている。また、同質量
体と建物とは、制振部材としての粘弾性ダンパーによって連結されている。そして、かか
る制振構造によれば、地震などで建物が水平変位した際には、同ダンパーは粘弾性力を発
生するが、この粘弾性力のうちの粘性項に係る力を減衰力として用いることで、建物の振
動を減衰することができる。また、同粘弾性力のうちの弾性項に係る力を復元力として用
いることにより、質量体をマスダンパーの質量として動作させて、これにより、質量体の
振動で建物の振動を相殺して建物を制振することができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１０－２４２４５０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、複数階建ての建物の場合には、上述の質量体と制振部材とを、それぞれ鉛直
方向の複数の位置に設けることが考えられ、更に、鉛直方向に隣り合う質量体同士を一体
につないで連結体とすることが考えられる。しかし、この場合には、当該連結体の剛性に
応じて、マスダンパーとしての制振効果が変化する恐れがある。詳しくは次の通りである
。
【０００５】
　先ず、マスダンパーの質量体は建物の屋上に設けられることが多いが、この理由は、総
じて当該質量体が上方にある方が、大きな制振効果を得ることができるからである。一方
、上述のように質量体が上下に分散配置されている場合であっても、上方の質量体と下方
の質量体とが高い剛性で連結されていれば、これら両者の質量体からなる連結体は、あた
かも一つの質点のように動作することができて、その結果、上方に大きな質量体がある場
合と比べて概ね遜色の無い大きな制振効果を得ることができる。
【０００６】
　しかし、連結体の剛性が低い場合には、同連結体の変形に伴って、下方の質量体は上方
の質量体と同じ動きをしなくなる。そして、これにより、下方の質量体は、マスダンパー
の質量として有効に寄与しなくなってしまい、その結果、制振効果は低下してしまう。
【０００７】
　本発明は、上記のような従来の問題に鑑みなされたものであって、その目的は、上記の
ような質量体と制振部材とを有した制振構造において、鉛直方向に隣り合う質量体同士が
一体に繋がって連結体をなしている場合に、当該連結体の剛性を高めることによって、同
連結体がマスダンパーの質量として奏する制振効果の低下を防ぐことにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　かかる目的を達成するために請求項１に示す発明は、
　構造物の壁面の側方に配されつつ、水平方向に相対変位可能に支持された質量体と、前
記構造物と前記質量体との間に介挿された制振部材とを、それぞれ鉛直方向の複数の位置
に有する制振構造であって、
　前記制振部材は、前記構造物の振動を減衰する減衰力を発生するとともに、前記質量体
がマスダンパーの質量として動作するように、前記水平方向の相対変位に応じた大きさの
弾性の復元力を発生し、
　前記鉛直方向に隣り合う前記質量体同士は一体に繋がって連結体をなしているともに、
前記連結体としての剛性を高めるべく、前記質量体同士を更に連結するブレース材又は面
材を有していることを特徴とする。
【０００９】
　上記請求項１に示す発明によれば、上記の連結体を構成する質量体同士は、ブレース材
又は面材によって更に連結されており、これにより、連結体の剛性は高められている。よ
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って、連結体が部分的に変形して変形した部分の近傍の質量体がマスダンパーの質量とし
て寄与し難くなることを有効に防ぐことができて、その結果、連結体がマスダンパーの質
量として奏する制振効果の低下を防ぐことができる。
　また、上述のように連結体の剛性を高めていれば、マスダンパーの質量として動作し難
い種類の振動の場合には、鉛直方向の複数の位置に設けられた上記の制振部材が、層間ダ
ンパーとして機能して、これにより、構造物の振動を有効に減衰することができる。なお
、これについては、後述する。
【００１０】
　請求項２に示す発明は、請求項１に記載の構造物の制振構造であって、
　前記制振部材は、粘弾性ダンパーであることを特徴とする。
【００１１】
　上記請求項２に示す発明によれば、制振部材は粘弾性ダンパーである。そのため、同ダ
ンパーの弾性項に係る力を復元力として用いることにより、連結体はマスダンパーの質量
として動作する。また、同ダンパーの粘性項に係る力を減衰力として用いることにより、
連結体の振動を有効に減衰することができる。よって、復元力を発生する弾性部材と、減
衰力を発生するダンパー部材とを別々に設けずに済んで、その結果、同部材の設置用スペ
ースを縮小することができる。
【００１２】
　請求項３に示す発明は、請求項１又は２に記載の構造物の制振構造であって、
　前記質量体は、前記構造物の外方に配置される外装材を含んでいることを特徴とする。
【００１３】
　上記請求項３に示す発明によれば、質量体は、外装材を含んでいるので、同外装材を質
量体の質量の一部とすることができる。そして、これにより、制振構造用に別途設けるべ
き質量体の数量を減らすことができて、その結果、構造物の総重量の増大を防ぐことがで
きる。
【００１４】
　請求項４に示す発明は、請求項１乃至３の何れかに記載の構造物の制振構造であって、
　前記鉛直方向に沿った列状に複数の前記質量体が繋がってなる質量体列を有し、
　前記質量体列を、前記水平方向のうちで前記壁面に沿う横方向に複数列並んで有し、
　前記横方向に隣り合う前記質量体列同士が一体に繋がっていることにより、前記横方向
に並ぶ複数列の質量体列は、前記連結体をなしており、
　前記ブレース材又は前記面材は、前記横方向に隣り合う前記質量体列同士を連結してい
ることを特徴とする。
【００１５】
　上記請求項４に示す発明によれば、横方向に並ぶ複数列の質量体列は互いに繋がってい
て一体化されて上記の連結体をなしており、これにより、一つの大きな質量体として動作
可能である。また、横方向に隣り合う質量体列同士を、更にブレース材又は面材が連結し
ており、これにより、連結体の剛性は高められている。よって、連結体が部分的に変形し
て変形した部分の近傍の質量体がマスダンパーの質量として寄与し難くなることを有効に
防ぐことができて、その結果、連結体がマスダンパーの質量として奏する制振効果の低下
を有効に防ぐことができる。
【００１６】
　請求項５に示す発明は、請求項４に記載の構造物の制振構造であって、
　前記質量体列に属する全ての質量体が、前記構造物又は地面に設けられた同一の支持部
材に支持されることにより、前記質量体列が前記水平方向に相対変位可能とされているこ
とを特徴とする。
【００１７】
　上記請求項５に示す発明によれば、質量体列につき一つの支持部材を設ければ、質量体
列に属する全ての質量体を支持することができる。よって、支持部材の設置数を少なくす
ることができて、コスト削減を図れる。
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【００１８】
　請求項６に示す発明は、請求項５に記載の構造物の制振構造であって、
　前記支持部材は、前記構造物において前記地面よりも鉛直方向の上方に位置する部分に
設けられていることを特徴とする。
【００１９】
　上記請求項６に示す発明によれば、支持部材を地面に設けないので、構造物の周囲の地
面を空きスペースとすることができて、その結果、構造物の建築計画の自由度を高めるこ
とができる。
【００２０】
　請求項７に示す発明は、請求項６に記載の構造物の制振構造であって、
　前記支持部材は、前記質量体列に属する質量体のうちで最も下方に位置する質量体より
も下方に配置されており、
　前記支持部材の上面に前記質量体列が載置されて支持されていることを特徴とする。
【００２１】
　上記請求項７に示す発明によれば、支持部材は最も下方の質量体よりも下方に配置され
ており、そして、当該支持部材は、その上面で質量体列を支持する。よって、当該質量体
列を安定して支持することができる。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明によれば、上記のような質量体と制振部材とを有した制振構造において、鉛直方
向に隣り合う質量体同士が一体に繋がって連結体をなしている場合に、当該連結体の剛性
を高めることによって、同連結体がマスダンパーの質量として奏する制振効果の低下を防
ぐことができる。
【図面の簡単な説明】
【００２３】
【図１】図１Ａは、本実施形態の制振構造１０が設けられた構造物１の概略斜視図であり
、図１Ｂは、図１Ａ中のＢ－Ｂ矢視の概略正面図である。
【図２】同制振構造１０の一部を拡大して示す概略斜視図である。
【図３】同制振構造１０の一部を拡大して示す概略正面図である。
【図４】支持部材１７を地面ＧＮＤに設けた場合の説明図であって、制振構造１０の一部
を拡大して示す概略斜視図である。
【図５】鉛直方向に隣り合うブレース材２１，２１同士の傾斜方向を互いに逆向きにした
例の説明図であって、制振構造１０の一部を拡大して示す概略正面図である。
【図６】図６Ａは、連結体ＧＲ１１がマスダンパーの質量として有効に機能する場合の説
明図であり、図６Ｂは、連結体ＧＲ１１がマスダンパーの質量として有効に機能しない代
わりに粘弾性ダンパー５１が層間ダンパーとして有効に機能する場合の説明図である。
【図７】建物１の四つの外壁面１ｗｓ，１ｗｓ…に対して、それぞれ連結体ＧＲ１１，Ｇ
Ｒ１１…を設けた例の概略斜視図である。
【図８】外周建物１ｒの内壁面１ｒｗｓに対して制振構造１０を設けた例の概略平面図で
ある。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　＝＝＝本実施形態＝＝＝
　図１Ａ乃至図３は、本実施形態に係る構造物１の制振構造１０の説明図である。図１Ａ
は、同制振構造１０が設けられた構造物１の概略斜視図であり、図１Ｂは、図１Ａ中のＢ
－Ｂ矢視の概略正面図である。また、図２は、制振構造１０の一部を拡大して示す概略斜
視図であり、図３は、同制振構造１０の一部を拡大して示す概略正面図である。
【００２５】
　図１Ａ及び図１Ｂに示すように、この例の構造物１は、複数階建ての一例としての１０
階建てのＳ造の建物１である。また、図１Ａに示すように、建物１の外形形状は、例えば
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略直方体をなしており、よって、矩形の敷地の四辺には、それぞれ壁部１ｗ，１ｗ…が設
けられている。そして、この例では、建物１の四つの壁部１ｗ，１ｗ…の外壁面１ｗｓ，
１ｗｓ…のうちの一つの外壁面１ｗｓに対して、本実施形態に係る制振構造１０が設けら
れている。
【００２６】
　また、建物１がＳ造であることから、図２に示すように、建物１の躯体をなす柱２及び
梁３のどちらも、鋼材で形成されている。詳しくは、柱２は角形鋼管で形成されており、
梁３はＨ形鋼で形成されている。但し、何等これに限らない。柱２を、角形鋼管以外の鋼
材で形成しても良いし、梁３をＨ形鋼以外の鋼材で形成しても良い。なお、かかる鋼材例
としては、丸形鋼管、溝形鋼、山型鋼等を挙げることができる。更に言えば、建物１をＲ
Ｃ造やＳＲＣ造で構成しても良い。また、図２に示すように、梁３は、各階に対応して設
けられており、そして、同梁３は、隣り合う柱２，２同士の間に水平方向に掛け渡されて
いる。
【００２７】
　なお、以下の説明では、図１Ａに示すように、水平方向のうちで上記の制振構造１０が
設けられた外壁面１ｗｓと平行な方向のことを「横方向」或いは「左右方向」とも言う。
また、水平方向のうちで上記外壁面１ｗｓの法線方向のことを「前後方向」とも言う。な
お、前後方向は、請求項に係る「側方」に相当する。また、前後方向における前方が、建
物の外方（屋外側）を向いており、同じく前後方向における後方が、建物の内方（屋内側
）を向いている。更に、前後方向の前方から建物１を見ることが「正面視」である。
【００２８】
　図１Ｂ及び図２に示すように、制振構造１０は、２階から屋上階までの各階に対応させ
てそれぞれ上記外壁面１ｗｓの側方に対向しつつ分散して配された正面視略十字型の複数
の質量体１１，１１…と、各質量体１１と建物１との間に介挿された制振部材５１として
の粘弾性ダンパー５１と、を有している。
【００２９】
　図２に示すように、略十字型の各質量体１１は、縦材１１ｆａと横材１１ｆｂとを略十
字に組んだ鋼製のフレーム材１１ｆを本体とする。そして、２階から屋上階までの各質量
体１１，１１…は、鉛直方向に沿って列状に並んでいるとともに、各質量体１１は、縦材
１１ｆａの上端部で上方に位置する質量体１１と繋がり、同縦材１１ｆａの下端部で下方
に位置する質量体１１と繋がっていて、これにより、図３に示すように、これら１０個の
質量体１１，１１…は一体に繋がっている。なお、以下では、この鉛直方向に列状に並ん
で繋がった全１０個の質量体１１，１１…のことを「質量体列Ｒ１１」と言う。
【００３０】
　同図３に示すように、かかる質量体列Ｒ１１は、建物１の各柱２に対応して設けられて
いる。すなわち、建物１の外壁面１ｗｓの近傍位置には、複数の柱２，２…が横方向に並
んで設けられているが、各柱２に対向して質量体列Ｒ１１が一列ずつ設けられている。そ
して、各質量体列Ｒ１１は、横材１１ｆｂの左端部及び右端部で、それぞれ横方向に隣り
合う質量体列Ｒ１１，Ｒ１１と繋がっていて、これにより、外壁面１ｗｓに対向する全て
の質量体列Ｒ１１，Ｒ１１…が一体に繋がっていて、質量体列Ｒ１１，Ｒ１１…の連結体
ＧＲ１１をなしている。
【００３１】
　また、図２に示すように、各質量体列Ｒ１１は、それぞれ対向する柱２から突出して設
けられた支持部材１７によって、水平方向の任意の方向に相対変位可能に支持されている
。かかる支持部材１７は、例えば滑り支承や転がり支承等を用いて構成可能であり、この
例では、滑り支承１７が使用されている。すなわち、質量体列Ｒ１１の最も下方に位置す
る２階用の質量体１１の縦材１１ｆａの下面には、例えば平板状の滑り板１７ｓ１が設け
られているとともに、かかる滑り板１７ｓ１に下方から対向するように、柱２から突出す
る突出部１７ｐの上面にも、滑り板１７ｓ２が固定されている。そして、これら滑り板１
７ｓ１，１７ｓ２同士が摺動可能に当接することにより、質量体列Ｒ１１は、水平方向に
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相対変位可能に柱２に支持されている。
【００３２】
　なお、かかる支持部材１７の設置対象は、何等上記の柱２に限らない。例えば、梁３を
設置対象としても良いし、柱２や梁３以外の建物１の適宜な構造材を設置対象しても良い
。また、場合によっては、図４の概略斜視図に示すように、支持部材１７を地面ＧＮＤに
設置しても良い。但し、支持部材１７を地面ＧＮＤに設けずに建物１に設けた方が、図２
に示すように、建物１の周囲の地面ＧＮＤを空きスペースとすることができる。そのため
、建物１の建築計画の自由度の観点からは、建物１に設けるのが望ましい。
【００３３】
　図２に示すように、粘弾性ダンパー５１は、各質量体１１の横材１１ｆｂにおける左右
の各腕部１１ｆｂａ，１１ｆｂａにそれぞれ設けられている。すなわち、各粘弾性ダンパ
ー５１は、それぞれ担当する腕部１１ｆｂａを、その最寄りの建物１の梁３に連結してい
る。なお、粘弾性ダンパー５１は、腕部１１ｆｂａに固定される固定板５１ｐ１と、梁３
に固定される固定板５１ｐ２とを有し、そして、これら固定板５１ｐ１，５１ｐ２同士の
間の隙間には粘弾性体５１ｄが充填されている。そして、これにより、建物１と質量体１
１との間の相対変位に応じて粘弾性体５１ｄが剪断変形して、剪断変形量に応じた粘弾性
力を発生し、当該粘弾性力が後述する復元力や減衰力として機能する。ちなみに、上記の
単層構造の粘弾性体５１ｄに代えて、複層構造の粘弾性体（不図示）を用いても良い。す
なわち、板状の粘弾性体と鋼板とを交互に複数枚積層したものを用いても良い。
【００３４】
　ここで、図２及び図３に示すように、本実施形態では、鉛直方向に隣り合う質量体１１
，１１同士を、更にブレース材２１で連結しており、これにより、質量体列Ｒ１１の剛性
の向上を通して、質量体列Ｒ１１，Ｒ１１…の連結体ＧＲ１１の剛性を高めている。そし
て、これにより、同連結体ＧＲ１１を一つの質点として動作させることが可能となって、
その結果、連結体ＧＲ１１が低剛性の場合に起こり得るマスダンパーの質量としての制振
効果の低下を有効に防いでいる。
【００３５】
　図２に示すように、ブレース材２１は、水平方向及び鉛直方向から傾いた鋼製の斜材で
あり、鉛直方向に隣り合う質量体１１，１１同士を剛接合で連結する。剛接合は、モーメ
ントを伝達する接合方式であり、当該剛接合での連結は、ボルト止め又は溶接で実現され
る。また、この図２の例では、かかるブレース材２１によって、上方に位置する質量体１
１における横材１１ｆｂと縦材１１ｆａとの交差部を、下方に位置する質量体１１におけ
る横材１１ｆｂの腕部１１ｆｂａの端部に連結しているが、上方に位置する質量体１１と
下方に位置する質量体１１とを連結可能であれば、何等これに限らない。
【００３６】
　また、この例では、かかるブレース材２１の材料として角形鋼管が使用されているが、
質量体１１，１１同士の連結に耐え得る剛性を有していれば、何等これに限らない。例え
ば、Ｈ形鋼や、丸形鋼管、溝形鋼、山型鋼等の鋼材を用いても良いし、アルミニウム等の
非鉄金属材料を用いても良い。
【００３７】
　なお、望ましくは、図３に示すように、かかるブレース材２１は、横方向に隣り合う質
量体列Ｒ１１，Ｒ１１同士も連結していると良い。この例では、互いに横方向に隣り合う
ブレース材２１，２１同士が互いに連結されており、この連結を介して、質量体列Ｒ１１
，Ｒ１１同士は、剛接合で連結されている。そして、このようになっていれば、質量体列
Ｒ１１，Ｒ１１…の連結体ＧＲ１１の剛性を更に高めることができる。よって、同連結体
ＧＲ１１が部分的に変形して変形した部分の近傍の質量体１１がマスダンパーの質量とし
て寄与し難くなることをより有効に防ぐことができて、その結果、当該連結体ＧＲ１１が
マスダンパーの質量として奏する制振効果の低下を更に有効に防ぐことができる。
【００３８】
　ちなみに、図３の例では、鉛直方向に隣り合うブレース材２１，２１同士の傾斜方向を
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互いに同じ向きに揃えているが、何等これに限らない。例えば、図５に示すように、鉛直
方向に隣り合うブレース材２１，２１同士の傾斜方向を互いに逆向きにしても良い。
【００３９】
　ところで、このようにブレース材２１で補剛された連結体ＧＲ１１によれば、既述のよ
うにマスダンパーの質量としての制振効果の低下を防ぐだけでなく、マスダンパーの質量
としては動作し難い種類の振動に対しても、当該振動を速やかに減衰することができる。
すなわち、かかる振動に対しては、粘弾性ダンパー５１が所謂層間ダンパーとして動作し
て、これにより、建物１の振動を有効に減衰することができる。以下、図６Ａ及び図６Ｂ
を参照しながら、これについて詳しく説明する。
【００４０】
　図６Ａは、質量体列Ｒ１１，Ｒ１１…の連結体ＧＲ１１がマスダンパーの質量として有
効に機能する場合の概略正面図である。すなわち、地震動等で建物１に横方向の水平振動
が入力されると、建物１は、横方向の左右に剪断変形を繰り返すが、その剪断変形時の建
物１の正面視の形状は、略平行四辺形状となっている。そして、このとき、この水平振動
の種類によっては、同図６Ａに示すように、連結体ＧＲ１１が、建物１の上部の水平方向
の移動と一緒には移動しないようになる。すると、建物１の上部の位置では、連結体ＧＲ
１１との間に大きな相対変位が生じることになるが、そうすると、主に当該上部に位置す
る粘弾性ダンパー５１が、この相対変位に応じた粘弾性力を発生し、そして、かかる粘弾
性力が復元力となって、連結体ＧＲ１１は建物１の振動を相殺するように振動する。そし
て、これにより、同連結体ＧＲ１１はマスダンパーの質量として有効に機能することがで
きる。また、このときには、連結体ＧＲ１１の剛性は上記のブレース材２１によって高め
られている。そのため、当該連結体ＧＲ１１は、あたかも一つの質点の如く動作すること
ができて、その結果、マスダンパーの質量として高い制振効果を奏することができる。
【００４１】
　一方、図６Ｂには、質量体列Ｒ１１，Ｒ１１…の連結体ＧＲ１１がマスダンパーの質量
として有効に機能しない場合を示している。すなわち、この場合には、建物１の剪断変形
と一緒に連結体ＧＲ１１が横方向に移動してしまっていて、建物１の上部と、連結体ＧＲ
１１の上部との相対変位が小さくなっている。そして、相対変位が小さいが故に、かよう
な種類の水平振動の場合には、連結体ＧＲ１１は、マスダンパーの質量として有効に機能
することができない。
　但し、この場合には、同図６Ｂを参照してわかるように、連結体ＧＲ１１の上部では大
きな相対変位が生じない代わりに、連結体ＧＲ１１の下部では建物１との間に大きな相対
変位が生じている。詳しくは、建物１の方は、平行四辺形状に剪断変形するが、ブレース
材２１により補剛された連結体ＧＲ１１の方は、概ね変形せずに、正面視で略矩形形状を
保っており、それ故に、連結体ＧＲ１１の下部では建物１との間に大きな相対変位が生じ
ている。そして、かかる下部での大きな相対変位は、主に下部に設けられた粘弾性ダンパ
ー５１に速やかに入力されて、同ダンパー５１は当該相対変位に応じた粘弾性力を発生し
、この粘弾性力を減衰力として用いて、建物１の水平振動を速やかに減衰する。すなわち
、連結体ＧＲ１１がマスダンパーの質量として有効に機能しない場合には、それに代えて
、粘弾性ダンパー５１が層間ダンパーとして有効に動作して、建物１の水平振動を効果的
に減衰することができる。
【００４２】
　なお、各質量体１１は、外装材(不図示)を有していても良い。外装材としては、窓ガラ
ス等を例示できる。そして、窓ガラス（板状部材に相当）の場合には、例えば前述の略十
字に組んだフレーム材１１ｆが区画する領域を覆うように、フレーム材１１ｆに取り付け
られる。また、フレーム材１１ｆは、窓ガラスよりも高剛性である。よって、フレーム材
１１ｆは、窓ガラスが変形しないようにしっかりと拘束しながら当該窓ガラスを支持する
ことができて、これにより、窓ガラスもマスダンパーの質量として有効に寄与することが
できる。ちなみに、かかる窓ガラスのガラスに、強化ガラスを用いた場合には、当該窓ガ
ラスは、連結体ＧＲ１１の剛性を高める面材としても機能することができる。
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【００４３】
　また、上記のブレース材２１に代えて或いはそれに追加して面材（不図示）を設けても
良い。すなわち、鉛直方向に隣り合って繋がる質量体１１，１１同士を当該面材によって
更に連結して、これにより、連結体ＧＲ１１の剛性を高めても良い。ちなみに、面材とい
うのは、面を作るために使用される構造材のことであり、例えば、鋼板やプレキャストパ
ネルなどの剛性を有した板材等が挙げられる。
【００４４】
＝＝＝その他の実施の形態＝＝＝
　以上、本発明の実施形態について説明したが、上記の実施形態は、本発明の理解を容易
にするためのものであり、本発明を限定して解釈するためのものではない。また、本発明
は、その趣旨を逸脱することなく、変更や改良され得るとともに、本発明にはその等価物
が含まれるのはいうまでもない。例えば、以下に示すような変形が可能である。
【００４５】
　上述の実施形態では、制振部材５１として粘弾性ダンパー５１を使用し、これにより、
制振部材５１を一部材で構成していたが、何等これに限らない。例えば、減衰力を発生す
るオイルダンパーと、弾性の復元力を発生するバネやゴム等の弾性部材とを組み合わせて
制振部材５１として使用しても良い。但し、制振部材５１として粘弾性ダンパー５１を用
いた方が、制振部材５１の設置用スペースを縮小することができるので、望ましい。ちな
みに、上記のオイルダンパーに代えて、鋼材ダンパーを用いても良い。
【００４６】
　上述の実施形態では、質量体列Ｒ１１を支持する支持部材１７を、建物１の約２階の高
さに配置していた。すなわち、質量体列Ｒ１１に属する質量体１１，１１…のうちで最も
下方に位置する質量体１１よりも下方に当該支持部材１７を配置していたが、何等これに
限らない。例えば、最も下方に位置する質量体１１よりも上方に当該支持部材１７を配置
しても良く、更に言えば、質量体列Ｒ１１に属する質量体１１，１１…のうちで最も上方
に位置する質量体１１よりも上方に支持部材１７を配置しても良い。なお、その場合には
、支持部材１７によって質量体列Ｒ１１は吊り下げられた状態となる。
【００４７】
　上述の実施形態では、質量体１１として正面視略十字型のフレーム材１１ｆを本体とす
るものを例示したが、何等これに限らない。例えば、板状部材を本体とするものであって
も良いし、これ以外の形状の部材を本体するものでも良い。そして、その場合も、質量体
列Ｒ１１、及び質量体列Ｒ１１，Ｒ１１…の連結体ＧＲ１１の概念は、上述したものと変
わらない。例えば、板状部材を質量体１１の本体とする場合には、鉛直方向に沿った列状
に複数の板状部材が繋がって質量体列Ｒ１１が形成されるとともに、かかる質量体列Ｒ１
１が横方向に複数列繋がることにより、質量体列Ｒ１１の連結体ＧＲ１１が形成される。
【００４８】
　上述の実施形態では、図１Ａに示すように、建物１の四つの外壁面１ｗｓ，１ｗｓ…の
うちの一つの外壁面１ｗｓに対向して、質量体列Ｒ１１，Ｒ１１…の連結体ＧＲ１１を設
けていたが、何等これに限らない。例えば、図７の概略斜視図に示すように、四つの外壁
面１ｗｓ，１ｗｓ…のうちの複数の外壁面１ｗｓ，１ｗｓ…に、それぞれ質量体列Ｒ１１
の連結体ＧＲ１１を設けても良い。そして、その場合には、これら複数の連結体ＧＲ１１
，ＧＲ１１…は、適宜な不図示の連結部材で互いに連結されているのが好ましく、このよ
うにしていれば、これら複数の連結体ＧＲ１１，ＧＲ１１…は、一つの質点として動作す
ることができて、その結果、マスダンパーの質量として動作する際に、より大きな制振効
果を奏することができる。
【００４９】
　上述の実施形態では、図１Ａに示すように、建物１の外壁面１ｗｓに対向して質量体列
Ｒ１１，Ｒ１１…の連結体ＧＲ１１を設けていたが、何等これに限らない。例えば、図８
の概略平面図に示すように、建物１が、センターコア１ｃと、センターコア１ｃを側方か
ら囲むように平面視ロ字状の外周建物１ｒと、を有している場合には、外周建物１ｒの内
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周側に位置する四つの内壁面１ｒｗｓ，１ｒｗｓ…のうちの少なくとも一つの内壁面１ｒ
ｗｓに対向して、上記の質量体列Ｒ１１，Ｒ１１…の連結体ＧＲ１１を設けても良い。な
お、図８の例では、四つの各内壁面１ｒｗｓ，１ｒｗｓ…に対して、それぞれ連結体ＧＲ
１１，ＧＲ１１…を設けている。
【符号の説明】
【００５０】
１　建物（構造物）、
１ｗ　壁部、１ｗｓ　外壁面（壁面）、
１ｃ　センターコア、１ｒ　外周建物、１ｒｗｓ　内壁面（壁面）、
２　柱、３　梁、
１０　制振構造、
１１　質量体、
１１ｆ　フレーム材、１１ｆａ　縦材、１１ｆｂ　横材、１１ｆｂａ　腕部、
１７　支持部材、１７ｐ　突出部、１７ｓ１　滑り板、１７ｓ２　滑り板、
２１　ブレース材、
５１　粘弾性ダンパー（制振部材）、
５１ｄ　粘弾性体、５１ｐ１　固定板、５１ｐ２　固定板、
Ｒ１１　質量体列、ＧＲ１１　質量体列の連結体、

【図１】 【図２】
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